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　　平成２８年度当初予算総括表　　
福祉部

１　歳入     (単位:千円)

平 成 ２８ 年 度
当初予算額（Ａ）

平 成 ２７ 年 度
当初予算額（Ｂ）

増減額
  前  年  度  比
（Ａ）／（Ｂ）％

60,495,279 55,180,985 5,314,294 109.6

福祉総務課 17,317,154 14,355,949 2,961,205 120.6

　 こども未来課 12,548,859 12,777,890 △ 229,031 98.2

保育課 14,675,470 13,967,147 708,323 105.1

障がい福祉課 10,535,938 9,905,585 630,353 106.4

高齢者支援課 942,008 560,154 381,854 168.2

地域包括ケア推進課 25 25 0 100.0

介護保険課 101,689 100,398 1,291 101.3

保険年金課 4,374,136 3,513,837 860,299 124.5

90,873,617 91,720,899 △ 847,282 99.1

528,429 582,684 △ 54,255 90.7

74,630,622 72,150,100 2,480,522 103.4

高齢者支援課 139,923 118,532 21,391 118.0

地域包括ケア推進課 900,620 791,633 108,987 113.8

介護保険課 73,590,079 71,239,935 2,350,144 103.3

7,532,299 7,662,392 △ 130,093 98.3

234,060,246 227,297,060 6,763,186 103.0

介護保険事業会計

合     計

一  般  会  計

課  名

母子父子寡婦福祉資金
貸付事業会計

後期高齢者医療事業会計

国民健康保険事業会計
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２　歳出     (単位:千円)

平 成 ２８年 度
当初予算額（Ａ）

平 成 ２７年 度
当初予算額（Ｂ）

増減額
  前  年  度  比
（Ａ）／（Ｂ）％

115,277,346 108,842,653 6,434,693 105.9

福祉総務課 23,062,635 19,921,144 3,141,491 115.8

　 こども未来課 19,996,091 20,248,918 △ 252,827 98.8

保育課 23,550,086 22,494,967 1,055,119 104.7

障がい福祉課 18,464,251 17,670,980 793,271 104.5

高齢者支援課 3,355,889 3,123,114 232,775 107.5

地域包括ケア推進課 311,767 276,234 35,533 112.9

介護保険課 10,502,756 10,155,373 347,383 103.4

保険年金課 16,033,871 14,951,923 1,081,948 107.2

90,873,617 91,720,899 △ 847,282 99.1

528,429 582,684 △ 54,255 90.7

74,614,653 72,147,745 2,466,908 103.4

高齢者支援課 175,844 158,857 16,987 110.7

地域包括ケア推進課 1,147,514 1,009,502 138,012 113.7

介護保険課 73,291,295 70,979,386 2,311,909 103.3

7,532,299 7,662,392 △ 130,093 98.3

288,826,344 280,956,373 7,869,971 102.8

介護保険事業会計

合     計

課  名

一  般  会  計

母子父子寡婦福祉資金
貸付事業会計

後期高齢者医療事業会計

国民健康保険事業会計

2



福祉総務課

◎

( 国 )

( 一般 )

◎

( 国 )

◎

24,289

臨時福祉給付金給付事業
（P145）
（拡充）

3,632,390

事　業　名

生活困窮者自立支援事業
（P145）

92,750 生活困窮者を包括的に支援するため，ワンストップ型の
相談窓口を設置し，多重債務や就労などの相談・支援
を行うとともに，複合的な課題を抱える生活困窮者に
は，個々の状況に応じた支援プランを作成し，関係機関
と連携しながら，就労準備支援や学習支援などの法定
事業へ参加してもらい，早期の自立を目指す。

68,461

低所得者への支援

事　業　の　概　要

３　　平成２８年度当初予算主要事業

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

3,632,390

年金生活者等支援臨時福祉給付金
○趣旨
賃金引上げの恩恵が及びにくい低年金受給者への支援
によるアベノミクスの成果の均てんの観点や，高齢者世帯
の年金も含めた所得全体の底上げを図る観点に立ち，平
成28年度から実施される年金生活者支援給付金の前倒し
的な位置づけになることも踏まえまた、平成28年前半の個
人消費の下支えにも資するよう，低所得の高齢者等を対
象に実施する。
○支給額
30,000円／人
○対象者
　①低所得の高齢者向け給付金
  　　平成27年度簡素な給付措置の対象者のうち，
   　　平成28年度中に65歳以上となる者
　②低所得の障害・遺族基礎年金受給者向け給付金
  　　平成28年度簡素な給付措置の対象者のうち，
　　　障害基礎年金又は遺族基礎年金を受給している者
　　　（①の支給対象者を除く。）

平成28年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）◎

◎

( 国 )

( 一般 )

中国残留邦人等支援給付金

○支援給付金
　　年間月平均対象世帯･人員数（見込）
　　 ・ 27世帯/月
　　 ・ 40人/月
○負担割合
　　　 国：3/4（配偶者支援金は10/10）
　　　 市：1/4

19,250

援助を必要とする人への支援

中国残留邦人等支援給付金
（P145）

78,560

平成28年度臨時福祉給付金（簡素な給付措置）
○趣旨
低所得者に対し，消費税率引上げによる影響を緩和する
ため，簡素な給付措置として臨時福祉給付金の支給を引
き続き実施する。
○支給額
3,000円/人
○対象者
平成28年度市町村民税が課税されていない者
（市町村民税課税者の扶養親族等・生活保護受給者等除
く）

59,310
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

福祉総務課

◎

( 国 )

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

13,760 ３年に１度の全国一斉改選に係る経費を支出するもの

13,760

18,000

誰もが気軽に集まり交流することにより，高齢者などの閉
じこもり予防や，多世代交流を行う「地域の茶の間」を通
じ，助け合う共助の仕組みづくりを支援する。

○Ａタイプ
　・原則月１回以上，定期的に地域の人達が集まりやす
い場所を利用して，誰もが気軽に交流を実施する場合
　・補助額　30,000円/年
○Ｂタイプ

763民生委員協力員制度
（P145）

763

民生委員・児童委員活動費
（P145）

民生委員一斉改選費
（P145）

民生委員・児童委員活動に対する支援

○地区民児協数　　　　　　　　　　　　　 78地区
○民生委員・児童委員定数　　　　　　1,375人
　　　　　　　　　　　（うち主任児童委員　151人）

地域交流活動助成事業
（P145）

18,000

地域保健福祉活動の推進

202,221

民生委員が担当地区を１人でカバーすることが困難な
場合，民生委員協力員１名を配置し，活動の負担軽減
や次代を担う民生委員候補者の育成につなげる。

201,968

253

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 国 )

( 一般 )

○Ｂタイプ
　・Ａタイプに加え，多世代交流事業を年間を通じ，定期
的に実施
　・補助額　120,000円/年

501,455

1,323

市民主体による地域福祉の充実を図り，事業が円滑に
運営できるよう，地域福祉の推進の核となる新潟市社会
福祉協議会に対し，その活動や運営に必要な支援を行
う。「高齢者等あんしん見守り活動事業」や「地域福祉
コーディネーター育成事業」に社協としても取り組み，地
域住民と共に地域福祉活動を推進する。

12,779

にいがた安心ささえ愛活動支援
事業（P145）

地域福祉コーディネーター育成
事業（P145）

514,234

区地域福祉計画の着実な推進を図るため，区社会福祉
協議会と地域コミュニティ協議会，地域の助け合い団体
などと連携し，地域住民の生活課題に対する支え合い
活動を進める。

○区地域福祉計画の実践活動を行う団体へ200,000円
を限度に助成。

新潟市社会福祉協議会補助金
（P145）

8,376

1,323 地域での多様な福祉課題に対応するため，的確なニー
ズの把握，多様な社会資源との連携により問題解決へと
導く「つなぎ役」となる人材を福祉専門職の中から地域
福祉コーディネーターとして育成する。
 また，育成した地域福祉コーディネーターの更なる知
識・技術の向上を図る。

8,376
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

福祉総務課

◎

（ 国 )

（ 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

（ 一般 )

◎

( 国 )

( 一般 )

生活保護扶助費
（P153）

17,861,754

4,465,439

扶 助 費

成年後見支援センター事業
（P145）

13,857

23,729

生活に困窮する人たちの最低生活の保障

○月平均被保護世帯･人員数（見込）
　　・ 8,900世帯/月
　　・ 11,940人/月
○負担割合
　　　国：3/4
　　　市：1/4

13,396,315

認知症高齢者や知的・精神障がい者の福祉サービス利
用援助や日常的な金銭管理の支援を行う新潟市社会
福祉協議会に対して助成する。

○利用料金
・基本料1,000円/時間　以降30分ごと400円＋交通費
・預かりサービス（貸金庫）　年1,200円
・利用料金減免対象者
                       生活保護受給者（全額）
　　　　　　　　　   市民税非課税者（利用料の1/2）

保健福祉サービスの利用支援

日常生活自立支援事業への助
成
（P145）

4,259

43,671

今後，親族等による成年後見の困難な方々が増加する
と見込まれる中で，認知症高齢者，知的障がい者，精神
障がい者等が，住み慣れた地域で安心して暮らせるよ
う，成年後見支援センターを運営し，市民からの相談に
対応するとともに，成年後見制度の普及・啓発や，市民
後見人養成研修を実施し，権利擁護を推進する。

19,942

2,469

7,129

◎

( 国 )

( 一般 )

法外援護費
（P153）

7,063 被保護世帯に対する見舞金品の支給，空港騒音地域
に対する空調機器の電気料補助
　　・小・中学校入学祝品
　　・小・中学校修学旅行支度金
　　・中学校卒業祝金
　　・電気料の一部を補助

116

6,947
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

こども未来課

（ 一般 )

( 一般 )

( 一般 )

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

( 国 )

◎ 児童虐待の防止のため，広く市民への啓発を行うととも
に，関係機関と連携し，地域での支援体制の強化に努
める。
○啓発事業（オレンジリボンキャンペーン）等の実施
○要保護児童対策地域協議会の運営

1,737

220

2,476

養育支援訪問事業
（P147）

1,872 ◎ 児童虐待の防止，家庭における適切な養育を支援する
ため，訪問による養育支援が特に必要な家庭に対して，

4,433

活動や交流の場の整備

こども創造センターの管理運営
（P149）

104,915 ◎ 多くの人々との交流や様々な創作・体験活動を通して子
どもの生きる力を伸ばし，育むための機会と場を提供す
る。
○拠点施設「こども創造センター」の管理運営104,915

子どもと子育てにやさしい公共施
設づくり事業
（P147）
（新規）

7,400 ◎ 子どもが多く利用する施設や多世代が利用する施設に
ついて，おむつ替えシートや授乳スペース，子ども用便
座などを整備するとともに，ＨＰやフロア案内で子ども用
設備の案内をすることで，子どもと子育てにやさしい施
設の利用環境づくりを進める。

すこやか未来アクションプランの推進

1,021

7,400

にいがたっ子すこやかパスポート
事業
（P147）

◎ 妊婦及び小学生以下の子どものいる世帯に，協賛する
企業の店舗などで割り引き等の特典が受けられるパス
ポートを発行し，社会全体で子育てを支援する機運を醸
成する。1,021

児童虐待防止への取組

児童虐待防止ネットワーク化事
業
（P147）

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

( 負担 )

( 国 )

( 使用 )

( 諸 )

( 一般 )

( 負担 )

( 国 )

( 諸 )

( 一般 )

456

624

624

児童相談所において18歳未満の子どもに関する幅広い
相談に応じ，専門職員による調査･判定に基づき適切な
指導・助言を行うほか，必要に応じて一時保護や施設入
所措置等を実施する。
○児童に関する相談や児童虐待相談に対する支援
○児童の施設入所及び一時保護
○里親への支援

1,370

309,987

乳児院の管理運営
（P147）

148,906 ◎ 保護者のない子どもや，児童虐待などにより保護者の適切
な養育を受けられない子どもを，社会全体で責任をもって
保護し，健やかに育むため市立乳児院の管理・運営を行
い，専門的なケアの提供をはじめ里親や養育に困難を抱
える家庭への支援を強化する。
○新潟市立乳児院の管理運営
　　・定員15名
　　・小規模グループケア（１グループ５名×３ユニット）

44,445

（P147）
（新規）

ため，訪問による養育支援が特に必要な家庭に対して，
子育てＯＢやヘルパー等による育児・家事援助をモデル
実施する。

624

1,060

259,457

8

こどもに関する相談体制の拡充

児童相談所による相談・支援事
業
（P147）

571,882 ◎

44,443

59,562
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

こども未来課

( 国 )

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

( 一般 )

( 一般 )

初めての子育て支援事業
（P147）
（新規）

18,300 ◎

18,300

児童手当の給付
（P147）

11,866,959 ◎ 子育て家庭への支援のため，中学校卒業までの児童を
養育する保護者に手当を支給する。
○給付額
 ・３歳未満：月額15,000円/人
 ・３歳以上小学６年生まで（第１子・第２子）
                                                 ：月額10,000円/人
 ・３歳以上小学６年生まで（第３子以降）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　：月額15,000円/人
 ・中学生：月額10,000円/人
 ・所得制限超過者：月額5,000円/人

8,270,084

1,780,312

1,816,563

子育て家庭への支援

ファミリー・サポート・センター事
業
（P147）

12,956 ◎ 子育てを応援して欲しい人と，子育てを応援したい人同
士による相互援助活動を支援する「ファミリー・サポート・
センター」を運営する。
○保育園，放課後児童クラブ等への送迎
○保育施設の終了後の預かり
○病児・病後児，緊急時の預かり　他

4,318

4,318

4,320

母子の愛着形成及び母親同士の仲間づくりを支援し，
母親の孤立解消や子育てに対する不安軽減を図ること
を目的に，各区において第１子出産後の母親を対象に
「親子の絆づくりプログラム（ＢＰプログラム）」を提供す
る。

子育てワンストップサービス事業
（P147）

8,150 ◎ 新潟市社会福祉協議会が運営する子育てに関する総
合相談窓口「子育てなんでも相談センター　きらきら」を
支援する。

8,150

妊産婦及びこども医療費の助成
（P167） 1,853,127

◎ 妊産婦及び子どもの健康の保持・増進を図るため，各種
医療費の助成を行う。
○妊産婦医療費助成
　 妊産婦（所得税非課税世帯）の入院・通院医療費を
助成

( 国 )

( 一般 )

( 国 )

( 一般 )

助成
○こども医療費助成
　　入院医療費：０歳～高校３年生
　  通院医療費：０歳～小学６年生
　　　 高校３年生までの子どもが３人以上いる世帯
　　 　 　 入院医療費：０歳～高校３年生
　　 　　 通院医療費：０歳～高校３年生
　　所得制限：なし

1,853,127

ひとり親家庭への支援

児童扶養手当の給付
（P147）

2,611,523 ◎ 父または母と生計を同じくしていない児童を監護してい
る親又は養育者に手当を支給する。
〇給付額
　全部支給：月額42,000円
　一部支給：月額41,990円～9,910円
　２子加算：5,000円
　３子以降：3,000円

867,486

1,744,037

◎ ひとり親家庭の経済的自立のため，就労情報の提供や
就労相談を行うとともに，教育訓練経費の補助や資格の
習得期間の生活援助などを行う。
○自立支援プログラム策定員の配置
　・ハローワークやひとり親家庭等就業・自立支援セン
    ターと連携し，プログラムに基づいた支援を実施
○ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業
○自立支援教育訓練給付金事業
○高等職業訓練促進給付金事業

15,648

8,773

母子家庭就労対策事業
（P147）

24,421
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

こども未来課

( 国 )

( 県 )

( 使用 )

( 諸 )

( 市債 )

( 一般 )

( 一般 )

8,700

566,827

多様な教育の機会・支援体制の整備

私立学校振興事業
（P219）

49,329 ◎ 私立高等学校等に対し各種助成事業を実施し，私立学校
の教育環境の充実を図る。
○私立学校への助成
　（短期大学，高等学校，中学校，幼稚園，外国人学校）
○私立高等学校学費の助成
○私立専修学校等設備整備費等の助成
○団体への助成
　（県専修学校各種学校協会，私立中学高等学校協会）

49,329

385,709

385,234

398,201

241

安心してすごせるこどもの居場所の整備

放課後児童健全育成事業
（P149）

1,744,912 ◎ 労働等により，昼間保護者がいない小学生の健全育成
を図るため，公設のひまわりクラブ運営ほか，民設クラブ
の運営を支援する。
○公設　82クラブ・民設　27クラブ
○地域主体運営モデル事業・地域連携モデル事業
　地域コミュニティ協議会が放課後児童クラブにおいて
活動する事業に補助金を交付。また、引き続き，モデル
運営クラブに委託を行う。
○放課後児童クラブの施設整備
　狭あい化施設の解消を図るため、公設クラブ8クラブの
整備及び民設クラブの整備費補助【新規】

（拡充）

8



事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

保　育　課

( 国 )

( 県 )

( 負担 )

( 諸 )

( 一般 )

( 一般 )

( 国 )

( 県 )

地域子育て支援センター事業
（P149）

293,774 ◎ 乳幼児を持つ保護者を対象に，育児相談や親子遊び
による仲間づくり，各種の支援を通して，子育てに対す
る不安や孤独感を解消する。
○公立　12箇所
○私立　32箇所

116,847

116,847

8,428,019

保育料の軽減 2,843,224 ◎ 国の徴収基準に比べ全体で31.6％軽減し，保護者
の負担軽減を図る。
○国で定める保育料　　→　市で定める保育料
　　　8,986,933千円　　　　　　6,143,709千円
○軽減率　　31.6％
○所得階層区分
　１号認定　  　・国 ５階層  ・市　５階層
　２・３号認定　・国 ８階層  ・市　14階層

2,843,224

多様な保育サービスの提供

保育事業の充実
（P149）
(拡充)

19,743,337 ◎ 子育て支援のため，多様な保育ニーズに対応した保
育事業を推進する。
○乳児保育事業　　        　　229園（６園増）
○延長保育事業　　　　　　　　236園（11園増）
○早朝保育事業　　　　　　　　 全園
○夜間保育事業　　 　　　　　　４園
○障がい児保育事業 　　　　　　全園
○一時預かり事業（保育所型） 　全園(拠点43園)
○一時預かり事業（幼稚園型）　 ９園
○休日保育事業　　　　　　　　 12園
○子育て相談事業　　　　　　 　全園
○保育の質の確保（食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対策，保育士の研修拡充）

○地域型保育事業　　　　　　 　10園（７施設増）

5,146,742

2,918,453

3,221,241

28,882

( 財 )

( 諸 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 国 )

( 市債 )

( 一般 )

認可外保育施設補助事業
（P149）

15,439 入所児童の処遇向上のため，認可外保育施設運営費
を補助する。
　21施設

15,439

保育園等の施設整備
（P149）
(拡充)

680,591
私立保育園等建設費補助
　　　みつばち第二　   （東区）　 増改築
　　　(仮称）愛泉      （中央区） 増改築
      (仮称）はるまち  （中央区） 新設
      隣保館 　　　　  （中央区） 増改築
　　　(仮称)藤の木原   （秋葉区） 新設

604,972

60,300

15,319

病児デイサービス事業
（P149）

168,827

49,909

49,909

69,009

病気や病気回復期にあり，保護者の勤務等の都合によ
り，家庭において保育を受けることが困難な児童を対象
に，医療機関併設の施設で一時的に保育を行う。
○病児デイサービス事業　９箇所

2,897

1,064

56,119
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

保　育　課

( 国 )

( 一般 )

( 一般 )

私立学校振興事業
（P219）

41,151 ◎ 私立幼稚園に対し各種助成事業を実施し，私立学校の教
育環境の充実を図る。
○私立学校への助成（幼稚園及び認定こども園）
○私立幼稚園保護者負担軽減の助成
○団体への助成（市私立幼稚園・認定こども園協会）

41,151

多様な教育の機会・支援体制の整備

幼稚園の就園奨励
（P219）

225,261 ◎ 私立幼稚園就園児の保護者で一定の基準に該当する保
護者に対し，授業保育料を減免した園へ助成する。

75,087 ○ 対象　私立幼稚園 17園

150,174
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

障がい福祉課

◎

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 ) （千円）

○居宅介護給付
( 他 ) ○短期入所給付

( 一般 ) ○生活介護
○共同生活援助給付
○サービス利用計画作成等給付（者）
○施設入所支援給付
○療養介護給付

○障がい児施設入所支援給付
○障がい児通所支援給付

○サービス利用計画作成等給付（児）

○就労移行支援・就労継続支援給付

○更生訓練・施設入所者就職支度金給付（地域生活支援事業） 12,090
111,204
706,309
39,036

2,913,656

1,004,956

3,167,300
3,235,376 549,118

158,499

5,371,365

2,657,983
179,578

242,736 ○移動支援・生活サポート・日中一時支援（地域生活支援事業） 393,480

○ 障がい特性関連パンフレット作成・配布
○ 条例推進会議開催
○ 調整委員会開催

介護給付費等関連事業

介護給付等関連事業
（Ｐ151）

11,507,460 障がい者の日常生活を支援するために必要な介護サー
ビスを提供し,地域での自立した生活の推進を図る。

407,024

共に生きるまちづくり条例の普及啓発

共に生きるまちづくり条例関連事
業
（Ｐ151）
（拡充）

2,200

2,200

1,865,210

　平成28年4月に施行する「新潟市障がいのある人もな
い人も共に生きるまちづくり条例」に係る周知啓発用の
パンフレット等の作成・配布や，障がいを理由とした差別
解消に向けた協議提案を行う条例推進会議の開催によ
り，当条例や障がいに対する理解を深める取組みを行
う。

◎

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

日常生活用具給付費
（Ｐ151）
（拡充）

169,596 重度障がい児・者が日常生活を便利に，また容易に過
ごすために必要な用具を給付する。

　○対 象 者：重度身体障がい児・者，重度知的障がい
                   児・者，中等度難聴児，難病患者
　○費用負担：用具の基準額内の価格の１割負担，世
　　　　　　　　　　帯の所得状況に応じて月額負担上限
　　　　　　　　　　額あり。
　○給付品目：視覚障がい者用ポータブルレコーダー・
  　　　　　　　　拡大読書器，聴覚障がい者用通信装
　　　　　　　　　置，人工喉頭，特殊寝台，入浴補助用
　　　　　　　　　具，ストマ装具等
　　※平成28年度追加品目
　　　　視覚障がい者用地上デジタル放送対応ラジオ

84,468

42,234

42,894

強度行動障がい者（児）支援職
員育成事業
（Ｐ151）

4,503 市内の施設・事業所の職員に対し，専門研修への参加
に係る費用の助成を行うとともに，実際に強度行動障が
い者(児)を支援する現場での研修の場を設けることで，
適切に支援できる事業所及び職員を増やし，強度行動
障がい者(児)及びその家族が安心して暮らせる環境を
整える。

○県研修受講料等補助
○実地研修開催委託
○実地研修受講補助

4,503

在宅生活支援事業
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

障がい福祉課
◎

( 県 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

障がい者相談支援事業

障がい者基幹相談支援センター
事業
（Ｐ151）
（拡充）

127,600 障がい者（児）が安心して地域で暮らせるよう，新たに平
成28年４月に施行する「新潟市障がいのある人もない人
も共に生きるまちづくり条例」に係る障がい等を理由とす
る差別相談に対応するため，相談員を増員し，相談支
援体制の強化を図る。

　○一般相談
○地域の相談支援体制の強化

発達障がい者支援体制整備事
業
（Ｐ151）

70,972 発達障がい者の各ライフステージにわたる途切れない
支援を行うため，発達障がい者（児）とその家族への支
援体制を充実する。

　・発達障がい支援センター事業の実施
　・保育園等への訪問による巡回支援
　・療育教室や専門医による発達相談の実施
　・保育園等における障がい児支援の指導的役割を果
　　たすコーディネーターの養成

20,488

1,437

49,047

発達障がい者（児）の支援

グループホーム運営費補助事業
（Ｐ151）

61,117 障がい者が地域で自立した生活を望むことに対する支
援対策として，共同生活の場として運営されるグループ
ホームの運営費の一部を補助する。

○グループホーム運営費補助金
　・土地・建物賃借料
　・初年度備品整備費
　・強度行動障がい者用補強工事費
　・強度行動障がい者用生活支援員配置加算
　・世話人処遇改善加算
　・重度者支援加算
　・体験型グループホーム運営費補助

1,000

60,117

49,723

24,861

◎

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

身体・知的障がい者
更生相談所による相談・支援
（Ｐ151）

3,153 身体・知的障がい者更生相談所において，障がい者へ
の専門的な相談及び支援を進める。

障がい者虐待防止対策事業
（Ｐ151）

2,666 虐待を受けている障がい者への対応と養護者への支援
を行う。障がい者虐待の発生を未然に防ぐため，市民・
事業者へ広く啓発を図る。

111

55

2,500

○地域の相談支援体制の強化
　○地域移行・地域定着促進
　○権利擁護・虐待防止
　○共に生きるまちづくり条例相談機関【拡充】

3,153

障がい者の虐待防止

53,016
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

障がい福祉課

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

◎

( 一般 )

○障がい者職業能力開発プロモート事業
○農業を活用した障がい者雇用促進事業
○障がい者ＩＴサポート事業

◎

( 一般 )

◎

就労支援事業

6,700

障がい者就業能力向上支援事
業
（Ｐ151）

26,113 関係機関と連携した職業訓練の推進，障がい者雇用の
啓発などにより障がい者の就業を支援するとともに，新
たな職域（農業分野）の拡大や障がい者のＩＴ（情報技
術）の習得を支援することで在宅就業と社会参加の促進
を図る。

26,113

545,693

地域活動支援センター事業
（Ｐ151）

565,794 障がい者の自立と社会参加を推進するため，創作的活
動や生産活動の機会の提供及び社会との交流の促進
等の事業を実施する。

○センターⅠ型：２施設
○センターⅡ型：３施設
○センターⅢ型：36施設
　　　（平成28年１月31日現在）

13,401

障がい者雇用を推進するための中心となる施設を運営
し，就職を希望する障がい者の相談から就職後の定着
支援まで一貫した支援を実施することにより障がい者の
雇用率向上を図る。

○新潟市総合福祉会館内に設置
○平成25年10月開設
○就労支援員５名を配置

25,529

障がい者就業支援センター事業
（Ｐ151）

25,529

障がい者福祉施設の整備

社会福祉施設等整備事業 55,500 障がい者の地域移行促進のための居住の場（グループ◎

( 国 )

( 市債 )

( 一般 )

( 国 )

( 市債 )

( 一般 )

37,000

補正繰越分

205,900

※参考

14,800

3,700

137,264

68,100

536

社会福祉施設等整備事業
（グループホーム等創設・改修）
（Ｐ153）

55,500 障がい者の地域移行促進のための居住の場（グループ
ホーム）の拡大のため，障がい福祉施設の整備費用の
一部を補助する。

【H28当初】
○地域生活支援拠点　　　　　　 　１施設

※参考
【H27→H28補正繰越分】
○グループホーム　　　　　　　　  　７施設（46名分予定）
○障がい福祉サービス事業所等　１施設（10名分予定）
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

高齢者支援課

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

高齢者の生きがいづくりの推進

敬老事業
（P155）

18,965 長寿の節目の年齢を対象に，祝品を支給する。
　・敬老祝品（商品券３万円）　100歳
地域の敬老事業に助成する。
　・敬老会等への支援制度

18,965

全国健康福祉祭事業
（P155）

11,300 高齢者の健康保持・増進，社会参加，生きがいの高揚
を図るため，全国健康福祉祭（ねんりんピック）に新潟市
代表選手を派遣する。
　・開催地:長崎県

11,300

シニアはつらつにいがた総おどり
事業
（P155）

5,000 本市の踊り文化を生かして制作した「総おどり体操」につ
いて，体験会や指導者養成講座の開催，指導スタッフ
の派遣，希望者による「にいがた総おどり」への参加等を
実施することで，高齢者が健康づくりや介護予防，生き
がいづくりに取り組むことを促進し，健康寿命の延伸を
図る。

5,000

幸齢生きがいサポート事業
（P155）

882 高齢者の外出支援，社会参加の促進及び生きがいづく
りの推進を図るため，民間事業者に高齢者に対する優
待実施を働きかけ，市内における高齢者への優待実施
を推進するとともに，特設のホームページにおいて，優
待実施事業者の情報や生きがいづくり等に関する魅力
的な情報を発信する。

882

自立した生活への支援

高齢者日常生活用具給付事業
（P155）

1,528 心身機能の低下に伴い，防火等の配慮を必要とするひ
とり暮らし等の高齢者に生活用具を給付する。
　・給付品目
　　　電磁調理器
　　　自動消火器
　　　シルバーカー

1,528

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

◎

( 一般 )

あんしん連絡システム事業
（P155）

72,844 ひとり暮らしの高齢者等に対し緊急通報装置を貸与し，
受信センターにおいて24時間体制で，緊急時における
出動，及び定期的な安否確認を行う。
・対象者
　65歳以上のひとり暮らし又は高齢者のみの世帯等で，
　健康に不安があり，定期的に安否確認等を必要とす
   る方

72,844

在宅介護支援

紙おむつ支給事業
（P155）

329,163 在宅の要介護高齢者の，保健衛生の確保及び介護者
の精神的・経済的負担の軽減を図るため，紙おむつを
支給する。
　・身体要件　 要介護１～５で，常時おむつが必要な方
　・所得要件　 市民税本人非課税の方

329,163

在宅高齢者等介護サービス利用
支援給付事業
（P155）

126,332
要介護高齢者等を在宅で介護する家族の精神的負担
軽減，及び要介護高齢者等の介護サービス利用促進を
図る。

　いずれの要件も満たす65歳以上の在宅高齢者を月20
日以上在宅で介護した者に３か月ごとに年４回支給
　・身体要件　　要介護度３～５の方
　・所得要件　　市民税非課税世帯の方
　・支給額　　   月額  8,000円

126,332
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

高齢者支援課

◎

( 一般 )

◎

( 国 )

( 一般 )

地域における相談・支援体制の充実

高齢者虐待防止事業
（P155）

5,535 虐待を受けている高齢者への対応と養護者への支援策
の検討
高齢者虐待を発生させないため，関係者の理解認識を
深める。
○対象者
　　65歳以上の高齢者及びその家族・親族，地域住民，
医療・介護等関係機関・施設・事業所
○事業概要
　・高齢者虐待防止対策の協議会の開催
　・緊急一時保護施設の確保
　・専任相談職員の配置
　・虐待対応担当職員の研修
　・養介護施設・事業所管理者等への研修
　・市民・関係機関への虐待防止の啓発

5,535

13,041

46,796

快適な住まいへの支援

高齢者向け住宅リフォーム資金
助成事業
（P155）

59,837 身体機能が低下した高齢者がいる世帯に対し，高齢者
が安全で機能的な日常生活を送るため，住宅をリフォー
ムする場合，費用の一部を助成する。
○「介護認定者用」
　要支援・要介護認定を受けた65歳以上の高齢者がい
る世帯で，世帯全員の前年の収入合計が600万円未満
の世帯。
　＜助成率・助成限度額＞
　・生活保護世帯：助成率100％・限度額 70万円
　・所得税非課税世帯：助成率75％・限度額52.5万円
　・所得税課税世帯：助成率50％・限度額35万円
※対象経費に助成率をかけ，限度額を下回る場合は，
低い方の額。
○「介護予防用」
要支援 要介護認定で「自立」と判定された65歳以上

◎

( 県 )

( 市債 )

( 一般 )

◎

( 県 )

( 市債 )

( 一般 )

48,000

12,000

要支援・要介護認定で「自立」と判定された65歳以上
の高齢者のいる世帯で介護保険第一号被保険者の保
険料が第３段階以下の世帯。
　＜助成率・助成限度額＞
　・生活保護世帯：助成率100％・限度額10万円
　・上記以外の世帯：助成率50％・限度額５万円
※対象経費に助成率をかけ，限度額を下回る場合は，
低い方の額。

118,500 認知症高齢者グループホーム建設事業費補助金

［施設の概要］
　　認知症の高齢者が，少人数で共同生活を送ること
　ができる施設。

　整備予定数　３箇所

96,000

18,000

4,500

介護サービス基盤の充実

小規模特別養護老人ホーム建設
事業費補助金
（P157）

431,490 小規模特別養護老人ホーム建設事業費補助金

［施設の概要］
　　日常生活圏域に建設される定員29人以下の特別養
  護老人ホーム。

　整備予定数　３箇所

371,490

グループホーム建設事業費補助
金
（P157）
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

高齢者支援課
◎

( 県 )

( 市債 )

( 一般 )

地域包括ケア推進課

◎

( 一般 )

地域における相談・支援体制の充実

介護保険新制度移行整備事業
(P155）
（新規）

20,000 新しい介護予防・日常生活支援総合事業（新総合事
業）への円滑な移行を見据え，平成29年度の本格実施
を想定した仮基準をもとにモデル事業を選定し，検証を
行う。また，新総合事業を市民へ周知するため，パンフ
レットを作成し，新聞折り込み等で配布する。
１.モデル事業の実施・検証
①サービスＡ
　実施主体：介護事業者
　内容：職員配置等基準を緩和した身体介護を伴わな
いサービス　訪問型、通所型　計８事業
②サービスBおよび一般介護予防
　実施主体：NPO・地縁組織等
　内容：常設型地域の茶の間や住民同士の支え合いに
よる支援活動への補助事業　訪問型、通所型、一般介
護予防事業　計40事業
２.新総合事業周知パンフレット作成・配布
配布数：28万５千部

20,000

小規模多機能型居宅介護拠点
建設事業費補助金
（P157）

197,500
小規模多機能型居宅介護拠点建設事業費補助金

［施設の概要］
　　「通い」を中心として，利用者の様態や希望に応じ
　て，随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせて利用でき
　る施設。

　整備予定数　５箇所

160,000

30,000

7,500

◎

( 一般 )

地域包括ケア推進モデルハウス
事業
（P155）
（拡充）

6,900 支え合いのしくみづくりを進めるための拠点として，各区
にモデルハウスを設置し，常設型地域の茶の間の運営
や，生活支援，介護予防活動などを実施するとともに，
その活動のノウハウの普及を図る。6,900
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

介護保険課

◎

( 県 )

( 一般 )

◎

( 一般 )

在宅介護支援

介護保険サービス利用料助成事
業
（P155）

8,662 低所得で生計が困難である者及び生活保護受給者に
ついて，介護保険サービスの利用促進を図るため，利
用者負担額を軽減する。
また，特養，通所介護，訪問介護等のサービスを実施す
る社会福祉法人等が利用者負担を軽減した場合，一定
割合を助成する。

○対象者
　①生計困難者
　市民税非課税世帯のうち，以下の要件の全てを満た
す者
　・単身世帯で収入150万円以下
　（世帯員１人増ごとに50万円加算可）
　・単身世帯で預貯金350万円以下
　（世帯員１人増ごとに100万円加算可）
　・日常生活以外の所有資産なし
　・負担能力のある親族からの扶養なし
　・介護保険料の滞納なし
　②生活保護受給者

○軽減割合
　①生計困難者
　利用者負担額のうち，介護サービス費，食費，居住費
の1/4
　（老齢福祉年金受給者は1/2）
　②生活保護受給者
　利用者負担額のうち，個室の居住費の全額

4,246

4,416

介護サービス基盤の充実

地域包括ケアシステム推進支援
事業

2,000 今後増加が見込まれる高齢者等の在宅サービス基盤の
さらなる充実を図る観点から，地域包括ケアシステムの

( 一般 )
事業
（P157）

さらなる充実を図る観点から，地域包括ケアシステムの
核となり，地域において医療と介護の連携を図るうえで
重要な担い手となる開設２年以内の小規模多機能型居
宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護事業者を対
象に，経営安定化の支援を行う。

　○利用者が定員の70％に達しない月について，介護
　　報酬加算と同等の額を補助金として交付する。

　　・開設１年目事業者補助金（5,000円/月・人）
　　・開設２年目事業者補助金（2,500円/月・人）

2,000
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事　業　名 事　業　の　概　要

（単位　千円）（一般会計）

福祉部

課　名
事 業 費
財源内訳

保険年金課

○保険基盤安定負担金（保険料軽減分）

（ 国 ） ○保険基盤安定負担金（保険者支援分）

○職員給与費・事務費

（ 県 ） ○出産育児一時金

○財政安定化支援事業

（ 一般 ） ○特定健診等自己負担軽減分

○特定健診等事務費分

○保険料軽減措置分

◎ 広域連合に対し運営のための共通経費を負担する。

（ 他 ） ・ 負担割合
均等割

（ 一般 ） 高齢者人口割
人口割

◎ 療養給付費について法定負担割合に基づき広域連合に

（ 一般 ）
・ 市町村負担率　1/12

◎ 国民年金法による法定受託事務に要する経常経費

4,379,252

2,331,425

749,494

173,666

1,498,989

2,608,907

49,093 10%
40%

国民健康保険制度の適正な執行

国民健康保険事業会計繰出金
（P145）

7,460,171

1,179,254

147,000

378,336

74,019

6,431,469
負担する。

6,431,469

1,400,000

後期高齢者医療制度の推進

新潟県後期高齢者医療広域連
合負担金
（P155）

285,894

国民年金諸経費

国民年金費 38,351

236,801 50%

後期高齢者医療療養給付費負
担金
（P155）

◎ 国民年金法による法定受託事務に要する経常経費

（ 国 ）

国民年金費
（P159・161）

38,351
（人件費，事務費）

38,351
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保険年金課

○一般被保険者数
人（年間平均見込）

（ 国 ） ○退職被保険者数
人（年間平均見込）

（ 県 ）
・療養諸費

（ 他 ） ・高額療養費
・移送費

（ 一般 ） ・出産育児諸費
・葬祭諸費

○医療給付費分の保険料率（賦課限度額のみ改定）

・所得割
・均等割
・平等割
・賦課限度額 （平成27年度　520,000円）

○後期高齢者支援金
○後期高齢者関係事務費拠出金

（ 国 ）
○後期高齢者支援金分の保険料率

（ 県 ）
・所得割

（ 他 ） ・均等割 6,600円
・平等割 8,400円
・賦課限度額 190,000円（平成27年度　170,000円）

○前期高齢者納付金
○前期高齢者関係事務費拠出金

（ 国 ）

（ 県 ）

（ 他 ）

（ 一般 ）

○介護保険第２号被保険者数
人（年間平均見込）

（ 国 ）
○介護納付金分の保険料率

（ 県 ） ・所得割
・均等割

（ 他 ） ・賦課限度額

（ 一般 ）

○特定健康診査等事業費
○医療費通知事業費

（ 国 ） ○がん検診等助成事業費
○健康啓発事業費

（ 県 ）

（ 一般 ）

（国民健康保険事業会計）
福祉部

（単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

保険給付費

保険給付費
（P17・19）

55,162,656
176,205

11,590,936 4,108

2,233,632 48,506,138
6,376,255

27,936,916 2
220,611

13,401,172 59,650

8.2%

779,170 2.8%

20,100円
24,000円
540,000円

後期高齢者支援金等

180

230

3,615

後期高齢者支援金等
（P19）

9,588,697 9,588,004
693

3,969,263
（賦課限度額のみ改定）

12,300円
160,000円

1,557,339

4,840,264

前期高齢者納付金等

前期高齢者納付金等
（P19）

4,955 4,283
672

930

173,717 17,231
○ジェネリック医薬品差額通知事業費

介護納付金

介護納付金
（P21）

3,616,609
57,882

1,613,369
2.2%

334,781

4,260
150,284

509,839

111,120

保健事業費

保健事業費
（P21）

833,840 755,258
29,548
27,543
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高齢者支援課

◎

( 県 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

地域支援事業

（介護保険事業会計）
福祉部

（単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

37,743

18,871

21,294

18,871

21,330 費用を負担することが難しいために，成年後見制度を利
用することができない方に，経費の一部を助成する。
○対象者
　・認知症高齢者等
　・助成を受けなければ，成年後見制度の利用が困難と
    認められる方
○助成対象金額
　・申立にかかる費用
　・後見報酬

8,318

606

686

606

在宅介護支援

1,213

在宅の要介護高齢者の，保健衛生の確保と，介護者の
精神的・経済的負担の軽減を図るため，紙おむつを支
給する。

　・身体要件　　要介護度４～５で，常時おむつが必要
　　　　　　　　　  な方
　・所得要件　  市民税非課税世帯の方

紙おむつ支給事業
（P113）

96,779

介護保険事業

4,694

4,159

高齢者住宅等安心確保事業
（P113）

7,009 高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）等に生活援
助員（ＬＳＡ）を派遣し，高齢者の安否確認や生活指導，
関係機関への連絡等を行い，高齢者が安心して暮らせ
る体制づくりを図る。2,733

1,366

介護保険制度の円滑な運営

配食サービス事業
（P113）

34,241 ひとり暮らし高齢者等に対し，地域のネットワークを活用
した配食サービスを提供することにより，高齢者の栄養
改善と自立支援を図り，併せて安否確認を行い高齢者
の状況を定期的に把握する。
○対象者
　高齢者の単身世帯又は高齢者のみ世帯で，食事作り
　が困難な方等

徘徊高齢者家族支援サービス
事業
（P113）

認知症高齢者に小型通信端末を携帯してもらい，徘徊
した場合，家族からの要請に基づき居場所を検索し，家
族へ連絡することにより，高齢者の事故防止や介護家
族の心理的負担軽減を図る。
○対象者
　認知症等により徘徊が見られる65歳以上の高齢者を
介護する家族

自立した生活への支援

成年後見制度利用支援事業
（P113）

3,111

4,159

1,544

1,366

13,357

6,680

7,527

6,677

介護専門職人材確保支援事
業
（P109）

5,500 介護従事者の確保及び雇用定着を進めるとともに，介
護サービスの質の向上を図る。

　・介護職員等キャリアアップ支援事業費補助金など5,500
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（介護保険事業会計）
福祉部

（単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

地域包括ケア推進課

◎

( 国 )

( 県 )

( 一般 )

◎

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

地域支援事業

地域における相談・支援体制の充実

地域包括支援センター運営事
業
（P113）

763,406 市内２７ヶ所の地域包括支援センターにおいて，介護予
防を推進するとともに，地域における保健・福祉・医療
サービスなど様々な社会資源の連携を図り，高齢者が
住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよう継続
的に支援する。

　・日常生活圏域ごとに設置
　・保健師，社会福祉士，主任介護支援専門
　 員を配置

296,704

148,354

169,994

403

201

230

201

生活支援体制整備事業
(P113)

143,522

55,973

27,986

31,577

27,986

4,336

2,168

2,446

2,168

4,760

認知症高齢者等地域支援推
進事業
（P109）

2,580

712

11,118 保健師や精神保健福祉士，介護福祉士等の専門職と
認知症の専門医で構成されたチームが認知症が疑われ
る人やその家族を訪問し，アセスメント，家族支援などの
初期の支援を包括的・集中的に行うことで，早期診断や
必要なサービス提供など早期対応の構築を目指す。

522

1,346

認知症介護実践者等養成事
業
（P109）

7,890 介護実務者及び事業所管理者等の認知症介護技術の
向上を図ることにより，認知症高齢者に対する介護サー
ビスの質の向上を図る。

　・認知症介護実践研修（実践者研修・実践リーダー研修）
　・認知症対応型サービス事業管理者研修
　・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
　・認知症介護基礎研修
　・認知症介護指導者養成研修

370

認知症高齢者等が住みなれた地域で尊厳を保ちながら
安心して生活を継続できるよう，地域での支援体制の整
備を図る。
・認知症サポーター・キャラバンメイト養成事業
・キャラバンメイトフォローアップ研修
・かかりつけ医認知症対応力向上研修
・認知症サポート医養成研修
・医療従事者向け認知症対応力向上研修

2,760

148,354

地域包括支援センター運営協
議会費
（P113）

1,035 地域包括支援センターの設置・運営等に係る事項を審
議し，センターの中立・公正な運営を図る。

　・委員構成
　　学識経験者，保健・医療・福祉関係者など

地域での支え合い活動を充実していくため，地域の現
状把握や課題の抽出，地域団体のネットワーク構築と
いった役割を担う協議体の設置と生活支援コーディネー
ターの配置を行う。

認知症初期集中支援推進事
業
（P113）

介護保険事業

介護保険制度の円滑な運営
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（介護保険事業会計）
福祉部

（単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

地域包括ケア推進課
◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

認知症地域支援・ケア向上事
業
（P113）

5,865

2,287

1,143

1,292

1,143

6,040 高齢者を現に介護している家族や近隣の援助者に対し,
介護方法や介護予防,介護者の健康づくり等について
の知識・技術を習得させる教室を開催する。

2,355

1,177

1,331

1,177

30,730 要支援・要介護状態となるおそれの高い高齢者を，介護
予防事業への参加につなげるため，生活機能を評価す
る基本チェックリストを郵送により配布・回収し，対象者を
早期に把握する。

7,682

3,841

15,366

3,841

62,063

15,520

認知症予防教室
（P113）

6,855

1,503

751

3,850

751

5,027

2,513

10,057

2,513

31,037

15,520

二次予防事業対象者把握事
業
（P113）

二次予防対象者教室
（P113）

124,140 二次予防事業対象者に対し，運動器の機能向上，栄養
改善，口腔器の機能向上の内容を複合したプログラムを
実施することにより，要支援・要介護状態になることを予
防する。

認知症・閉じこもりのおそれがある人を対象に，定期的
に通所し，簡単な「読み書き」「計算」「レクリエーション」
等の脳活性化訓練を実施することにより，認知症や閉じ
こもりを予防し，要支援・要介護状態になることを予防す
る。

介護支援ボランティア事業
（P113）

20,110 65歳以上の高齢者が介護施設などでボランティア活動
を行った場合，その活動時間に応じ，換金できるポイント
を付与する事業を実施し，介護予防及び高齢者の社会
参加の支援を図る。

　・にいがたし元気力アップ・サポーター制度

認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることが
できるよう，医療や介護サービス及び地域の支援機関と
の連携の役割を担う認知症地域支援推進員を配置する
とともに，認知症の状態に応じた適切な医療や介護サー
ビス提供の流れなどを掲載したガイドブック（認知症ケア
パス）を作成・配布し，普及啓発を図る。

在宅介護支援

家族介護支援事業
（P113）

介護予防の推進
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（介護保険事業会計）
福祉部

（単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

介護保険課

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

◎

( 国 )

( 県 )

( 他 )

( 一般 )

住宅改修支援事業
（P115）

600 ケアプランの提供を受けていない要介護・要支援認定
者に対し，介護支援専門員等が行う住宅改修の理由書
作成業務について助成する。

234

117

132

117

介護保険制度の円滑な運営

介護給付費適正化事業
（P115）

8,110 介護給付費通知書の送付や，県国保連合会へ介護給
付適正化業務を委託するほか，適切なサービス提供が
行われるよう，ケアプラン点検を実施することにより，介
護費用の適正化を図る。

3,162

1,581

1,786

1,581

地域支援事業

地域における相談・支援体制の充実

介護相談員派遣事業
（P113）

7,014 介護相談員が特別養護老人ホーム等の施設を訪問し，
利用者の疑問や不満・不安などを聞き，必要に応じて事
業者に改善を求めるなど，介護サービスに対する苦情を
未然に防ぐとともに，質の向上を図る。2,736

1,368

1,542

1,368

介護保険事業

介護保険制度の円滑な運営

要介護認定関係研修事業
（P109）

7,609 適切な要介護認定が実施されるよう，介護認定に関わる
者の必要な知識と技術の習得，向上を図る。

　・介護認定審査会委員研修
　・介護認定審査会運営適正化研修
　・認定調査員研修

678

6,931

介護保険給付 

介護保険給付費
（P109）

71,783,783 介護保険制度における介護サービス費の給付
　・居宅介護サービス等給付費　　　　　　　　 32,216,778
　・施設介護サービス給付費　　　　　　　　　  25,517,156
　・地域密着型介護サービス等給付費          9,499,227
　・審査支払手数料等諸費                              65,328
　・高額介護サービス等費               　　       1,339,339
　・高額医療合算介護サービス等費     　       　149,164
　・特定入所者介護サービス等費 　              2,996,791

16,640,955

10,414,351

35,625,580

9,102,897
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保険年金課

◎ 被保険者から徴収した保険料及び保険基盤安定分
（保険料軽減分）を広域連合に納付する。

（ 他 ）
○保険料納付分

（ 一般 ） 　(延滞金含む)
・所得割
・均等割
・賦課限度額

○保険基盤安定分

◎ 後期高齢者の健康の保持増進のため健康診査を実施す
る。

（ 他 ）
○受診者数（見込）

（ 一般 ）

1,423,709

保健事業費

健康診査事業
（P145）

363,800

165,509 32,112人

198,291

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付
金
（P145）

7,054,296

5,630,587 5,630,587

1,423,709 7.15%
35,300円
570,000円

（後期高齢者医療事業会計）
福祉部

（単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳
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